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第１節 準備期
＜目的＞
新型インフルエンザ等が発生した場合は、患者数の増大が予想されるため、地

域の医療資源（医療人材や病床等）には限界があることを踏まえつつ、平時にお
いて予防計画及び医療計画に基づき都と医療機関等との間で医療措置協定等を締
結することで、有事における新型インフルエンザ等に対する医療提供体制及び通
常医療の提供体制の確保を行う。
また、都は、平時から医療機関等を中心とした関係者を交えた訓練や研修の実

施、東京都感染症対策連携協議会の活用等を行うことで、有事の際の地域の医療
提供体制について準備と合意形成を図るとともに、医療機関等が有事に適切に対
応を行えるよう支援を行う。

基本的な医療提供体制
① 都が新型インフルエンザ等に係る医療提供の司令塔となり、保健所とも有事

の役割分担をあらかじめ整理した上で、下記 から までに記載した、
発生国・地域の帰国者等や有症状者等からの相談を受けて感染症指定医療機関
等を案内する相談センター、感染症指定医療機関、病床確保を行う協定締結医
療機関、発熱外来を行う協定締結医療機関、自宅療養者等への医療の提供を行
う協定締結医療機関、後方支援を行う協定締結医療機関、医療人材の派遣を行
う協定締結医療機関、一般医療機関等の多数の施設や関係者を有機的に連携さ
せることにより、都民等に対して必要な医療を提供するための体制を確保する。
【保健医療局】

② 都は、有事において、患者の状態に応じた適切な感染症医療を提供できるよ
う、国が示す症状や重症化リスク等に応じた医療機関への入院、宿泊療養、自
宅療養等への振り分けの基準に基づき、患者を適切な治療先・療養先につなげ
る体制を整備する。
なお、具体的には、個々の患者の状況や活用可能な資源など、感染状況や地

域の実情等を踏まえ機動的な運用を行う。【保健医療局】
③ 上記の有事における医療提供体制の確保に向け平時から準備を行うことで、

感染症危機において感染症医療及び通常医療の提供体制を迅速に確保する。
【保健医療局】

④ 都は、有事において、協定締結医療機関の確保病床数や稼働状況、病床使用
率、重症者用病床使用率、外来ひっ迫状況、救急搬送困難事案数等の情報を把
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情報提供・共有
区市町村又は都は、自らが実施する予防接種に係る情報（接種日程、会場、ワ

クチンの有効性・安全性情報、接種後の副反応疑い報告や健康被害救済申請の方
法等）に加え、国が情報提供・共有する予防接種に係る情報について住民への周
知・共有を行う。【保健医療局】

【新型コロナ対応での具体例】
都は、以下のとおり対象に応じた多様な手法で、正確な情報提供に取り組ん

だ。
・ インフルエンサー（ 等）とのコラボレーションにより動画等を制作

し、予防接種の有効性や安全性等に関する情報やメッセージを若い世代に発
信した。

・ オミクロン株対応ワクチン接種促進動画や専門家メッセージ動画を制作・発
信した。

・ 都の大規模接種会場等の情報をまとめたリーフレットや、児童・生徒及び保
護者向けに新型コロナワクチンの正確な情報をまとめたリーフレットを作
成・配布し、普及・啓発を実施した。

・ 東京ｉＣＤＣの専門家に対するインタビューや解説を盛り込んだ動画を東京
動画及び で配信した。
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病床確保を行う協定締結医療機関 （第一種協定指定医療機関 ）
病床確保を行う協定締結医療機関は、平時に都と締結した協定に基づき、有事

の際には、都からの要請に応じて、病床を確保し、入院医療を提供する。新型イ
ンフルエンザ等の流行初期（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表
から約３か月を想定。以下この章において同じ。）においては、流行初期医療確
保措置 の対象となる協定締結医療機関（以下「流行初期医療確保措置協定締結
医療機関」という。）が対応を行い、その後順次その他の協定締結医療機関も対
応を行う。【保健医療局】

発熱外来を行う協定締結医療機関 （第二種協定指定医療機関 ）
発熱外来を行う協定締結医療機関は、平時に都と締結した協定に基づき、有事

の際には、都からの要請に応じて、全国的に検査の実施環境が整備される中で、
発熱患者等専用の診察室（時間的・空間的分離を行い、プレハブ、簡易テント、
駐車場等で診療する場合を含む。）を設けた上で、あらかじめ発熱患者等の対応
時間帯等の情報を住民に周知し、又は地域の医療機関等と共有して、発熱患者等
を受け入れる体制を構築する。新型インフルエンザ等の流行初期においては、流
行初期医療確保措置協定締結医療機関が対応を行い、その後順次その他の協定締
結医療機関も対応を行う。【保健医療局】

自宅療養者等への医療の提供を行う協定締結医療機関 （第二種協定指定医
療機関）
自宅療養者等への医療の提供を行う協定締結医療機関は、平時に都と締結した

協定に基づき、有事の際には、都からの要請に応じて、病院、診療所、薬局及び
訪問看護事業所において、自宅療養者、宿泊療養者及び高齢者施設等における療
養者に対して、往診や電話・オンライン診療等、処方薬の配送・服薬指導、訪問
看護等を行う。【保健医療局、福祉局】

感染症法第 条の２第１項第１号に規定する措置を内容とする協定を締結した医療機関をいう。
感染症法第６条第 項に規定する第一種協定指定医療機関をいう。以下同じ。
感染症法第 条の９第１項に基づく、感染症の流行初期に病床確保や発熱外来を行う協定締結医療機関に対
して、補助金・診療報酬が充実するまでの一定期間、感染症の流行前と同水準の収入を補償する措置（病床
確保を行う協定締結医療機関は外来も含めた診療報酬収入を補償、発熱外来のみを行う協定締結医療機関は
外来分の診療報酬収入を補償）
感染症法第 条の２第１項第２号に規定する措置を内容とする協定を締結した医療機関
感染症法第６条第 項に規定する第二種協定指定医療機関をいう。以下同じ。
感染症法第 条の２第１項第３号に規定する措置を内容とする協定を締結した医療機関
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握し、入院や搬送等の必要な調整を実施することができるよう、地域における
有事の司令塔機能を果たす部局を平時から明確化し、体制整備を行う。【保健
医療局】

⑤ 新型インフルエンザ等感染症患者の移送は、発生した感染症の重篤性、感染
力及び感染経路等を勘案して適切な移送方法によることとし、関係機関（民間
救急事業者等）とも協議の上、発生時に円滑な移送が可能となるよう、体制整
備及び訓練を実施する。【保健医療局】

⑥ 都は、平時から、島しょ地域での患者移送や、緊急時における都の圏域を越
えた広域移送に関する課題を検討した上で、関係機関等と連携・協力し、安全
に移送・搬送できる体制を構築できるよう協議する。【保健医療局、東京消防
庁】

【新型コロナ対応での具体例】
新型コロナの発生当初において、都は、疑い患者も含め、災害活動等の本

来業務に支障を来さない範囲で、「新型コロナウイルス感染症患者の行政ヘ
リコプター運用に係る申合せ事項」に基づき、東京消防庁の行政ヘリコプタ
ーによる患者の移送・搬送を実施した。あわせて、救急患者の緊急搬送とし
て、海上自衛隊及び海上保安庁による患者の移送・搬送を実施した。

相談センター
都は、新型インフルエンザ等の国内外での発生を把握した段階で、早期に発生

国・地域からの帰国者等や有症状者等からの相談を受けて感染症指定医療機関等
を案内する相談センターを整備する。【保健医療局】

感染症指定医療機関
感染症法に基づき国が行う新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表

前は、感染症指定医療機関が中心となって新型インフルエンザ等患者の受入等に
対応する。その後も、感染症指定医療機関は、都内の感染症医療提供体制の中核
として役割を果たす。【保健医療局】

感染症法第 条第２項に規定する新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表をいう。以下同じ。

102 103



第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第１節 準備期

病床確保を行う協定締結医療機関 （第一種協定指定医療機関 ）
病床確保を行う協定締結医療機関は、平時に都と締結した協定に基づき、有事

の際には、都からの要請に応じて、病床を確保し、入院医療を提供する。新型イ
ンフルエンザ等の流行初期（新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表
から約３か月を想定。以下この章において同じ。）においては、流行初期医療確
保措置 の対象となる協定締結医療機関（以下「流行初期医療確保措置協定締結
医療機関」という。）が対応を行い、その後順次その他の協定締結医療機関も対
応を行う。【保健医療局】

発熱外来を行う協定締結医療機関 （第二種協定指定医療機関 ）
発熱外来を行う協定締結医療機関は、平時に都と締結した協定に基づき、有事

の際には、都からの要請に応じて、全国的に検査の実施環境が整備される中で、
発熱患者等専用の診察室（時間的・空間的分離を行い、プレハブ、簡易テント、
駐車場等で診療する場合を含む。）を設けた上で、あらかじめ発熱患者等の対応
時間帯等の情報を住民に周知し、又は地域の医療機関等と共有して、発熱患者等
を受け入れる体制を構築する。新型インフルエンザ等の流行初期においては、流
行初期医療確保措置協定締結医療機関が対応を行い、その後順次その他の協定締
結医療機関も対応を行う。【保健医療局】

自宅療養者等への医療の提供を行う協定締結医療機関 （第二種協定指定医
療機関）
自宅療養者等への医療の提供を行う協定締結医療機関は、平時に都と締結した

協定に基づき、有事の際には、都からの要請に応じて、病院、診療所、薬局及び
訪問看護事業所において、自宅療養者、宿泊療養者及び高齢者施設等における療
養者に対して、往診や電話・オンライン診療等、処方薬の配送・服薬指導、訪問
看護等を行う。【保健医療局、福祉局】

感染症法第 条の２第１項第１号に規定する措置を内容とする協定を締結した医療機関をいう。
感染症法第６条第 項に規定する第一種協定指定医療機関をいう。以下同じ。
感染症法第 条の９第１項に基づく、感染症の流行初期に病床確保や発熱外来を行う協定締結医療機関に対
して、補助金・診療報酬が充実するまでの一定期間、感染症の流行前と同水準の収入を補償する措置（病床
確保を行う協定締結医療機関は外来も含めた診療報酬収入を補償、発熱外来のみを行う協定締結医療機関は
外来分の診療報酬収入を補償）
感染症法第 条の２第１項第２号に規定する措置を内容とする協定を締結した医療機関
感染症法第６条第 項に規定する第二種協定指定医療機関をいう。以下同じ。
感染症法第 条の２第１項第３号に規定する措置を内容とする協定を締結した医療機関

第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第１節 準備期

握し、入院や搬送等の必要な調整を実施することができるよう、地域における
有事の司令塔機能を果たす部局を平時から明確化し、体制整備を行う。【保健
医療局】

⑤ 新型インフルエンザ等感染症患者の移送は、発生した感染症の重篤性、感染
力及び感染経路等を勘案して適切な移送方法によることとし、関係機関（民間
救急事業者等）とも協議の上、発生時に円滑な移送が可能となるよう、体制整
備及び訓練を実施する。【保健医療局】

⑥ 都は、平時から、島しょ地域での患者移送や、緊急時における都の圏域を越
えた広域移送に関する課題を検討した上で、関係機関等と連携・協力し、安全
に移送・搬送できる体制を構築できるよう協議する。【保健医療局、東京消防
庁】

【新型コロナ対応での具体例】
新型コロナの発生当初において、都は、疑い患者も含め、災害活動等の本

来業務に支障を来さない範囲で、「新型コロナウイルス感染症患者の行政ヘ
リコプター運用に係る申合せ事項」に基づき、東京消防庁の行政ヘリコプタ
ーによる患者の移送・搬送を実施した。あわせて、救急患者の緊急搬送とし
て、海上自衛隊及び海上保安庁による患者の移送・搬送を実施した。

相談センター
都は、新型インフルエンザ等の国内外での発生を把握した段階で、早期に発生

国・地域からの帰国者等や有症状者等からの相談を受けて感染症指定医療機関等
を案内する相談センターを整備する。【保健医療局】

感染症指定医療機関
感染症法に基づき国が行う新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表

前は、感染症指定医療機関が中心となって新型インフルエンザ等患者の受入等に
対応する。その後も、感染症指定医療機関は、都内の感染症医療提供体制の中核
として役割を果たす。【保健医療局】

感染症法第 条第２項に規定する新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表をいう。以下同じ。

102 103



第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第１節 準備期

研修や訓練の実施を通じた人材の育成等
① 感染症法に基づく協定締結医療機関については、全ての医療機関が自ら研

修・訓練を実施するか、又は都、国、ＪＩＨＳ若しくはその他の医療機関等が
実施する研修・訓練に自施設の医療従事者を参加させることが求められ、都は
研修機会の提供など必要な支援を行っていく。【保健医療局】

② 都は、感染症や感染対策に関する研修の実施等を通じて、都内の医療機関に
おける感染対策の全体的な底上げを図る。【保健医療局】

③ 都は、災害・感染症医療業務従事者 （ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ及び災害支援ナ
ース）等の医療人材の派遣を行う医療機関との間で協定を締結するとともに、
国と連携しながら医療機関、医療人材（災害・感染症医療業務従事者を含
む。）、医療機関清掃従事者等の研修や訓練を実施し、研修や訓練の結果を国
へ報告する。【保健医療局、福祉局、関係局】

④ 都は、アジア各都市との感染症対策従事者のネットワークづくりの取組とし
て、感染症指定医療機関の医師等を対象とする海外の専門機関における短期派
遣研修等を実施する。また、感染症医療や疫学の専門人材等の育成に向け、研
修等を実施するなど、人材育成を進めていく。【保健医療局】

新型インフルエンザ等の発生時のための 推進
国は、新型インフルエンザ等の発生時における対応能力の向上や業務負担の軽

減等のため、医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）の改善、感染症サーベ
イランスシステムの活用、電子カルテ情報の標準化等、ＤＸを推進する。また、
電子カルテと発生届の連携に向けて検討を進める。
都は、国の取組状況も踏まえ、医療機関における電子カルテの導入支援や、感

染症サーベイランスシステム、医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）等の
活用を通じてＤＸを推進し、入院調整等の効率化を図る。【保健医療局】

医療機関の設備整備・強化等
① 国及び都は、新型インフルエンザ等の対応を行う感染症指定医療機関及び協

定締結医療機関について、施設整備及び設備整備の支援を行うとともに、準備
状況の定期的な確認を行う。【保健医療局】

② 医療機関は、平時から、ゾーニングや個室・陰圧室等の準備状況について定
期的な確認を行い、対応体制の強化を行う。【保健医療局】

医療法第 条の の２第１項に基づく、災害時や感染症発生時・まん延時に、都道府県からの要請に応じ
て、医療機関等に派遣される医療人材

第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第１節 準備期

後方支援を行う協定締結医療機関
後方支援を行う協定締結医療機関は、都と締結した協定に基づき、都からの要

請に応じて、新型インフルエンザ等からの回復後引き続き入院が必要な患者の転
院受入や新型インフルエンザ等患者以外の患者の受入れを行う。【保健医療局】

医療人材の派遣を行う協定締結医療機関
医療人材の派遣を行う協定締結医療機関は、都と締結した協定に基づき、感染

拡大期等の医療人材が不足する際には、都からの要請に応じて、新型インフルエ
ンザ等に対応するため、医療人材を医療機関等に派遣する。【保健医療局】

一般医療機関
① 都及び保健所設置区市は、東京都医師会等の医療関係団体等と連携し、一般

医療機関に対して感染症に関する適切な情報を提供するなど必要な支援を実施
する。【保健医療局】

② 感染症指定医療機関や協定締結医療機関以外の一般医療機関においても、国
及び都、保健所設置区市、東京都医師会等の医療関係団体等からの情報を積極
的に活用し、地域の感染状況等に応じて、感染症の診療並びに感染拡大防止の
ための措置や患者等への指導など必要な対応を、患者の人権を尊重しながら実
施する。

予防計画及び医療計画に基づく医療提供体制の整備
① 都は、予防計画及び医療計画に基づき医療提供体制の目標値を設定する 。

また、医療機関との間で、病床確保、発熱外来、自宅療養者等への医療の提
供、後方支援又は医療人材の派遣に関する協定を締結 し、地域の医療機関等
の役割分担を明確化することで、新型インフルエンザ等の発生時における医療
提供体制を整備する。【保健医療局】

② 都は、民間宿泊事業者等との間で協定の締結を進めて宿泊療養施設の確保を
行う。また、対応期において軽症者等を受け入れる場合の運営の方法等を事前
に検討し、あらかじめ新型コロナウイルス感染症での対応を踏まえた宿泊療養
施設の施設運営に関するマニュアルを作成する。【保健医療局】

感染症法第 条の２第１項第４号に規定する措置を内容とする協定を締結した医療機関
感染症法第 条の２第１項第５号に規定する措置を内容とする協定を締結した医療機関
感染症法第 条第２項第６号及び第８項
感染症法第 条の３
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第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第１節 準備期
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第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第２節 初動期

第２節 初動期
＜目的＞
新型インフルエンザ等に位置付けられる可能性がある感染症が発生した場合

は、感染症危機から都民の生命及び健康を保護するため、適切な医療提供体制を
確保する。
都は、新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表前より、国等から得

られた感染症に係る情報を踏まえ、必要な医療を提供する体制の確保を図る。ま
た、国等から提供・共有された情報や要請を基に、保健所や医療機関等と連携
し、相談・受診から入退院までの流れを迅速に整備する。さらに、都は、地域の
医療提供体制の確保状況を常に把握するとともに、管内の医療機関や都民等に対
して、感染したおそれのある者については感染症指定医療機関等を案内する相談
センター等の相談先や受診の手順等を分かりやすく示すなど、都民が円滑に適切
な医療を受けるための情報提供や方針提示を行う。

新型インフルエンザ等に位置付けられる可能性がある感染症に関する知見の
共有等
都は、国やＪＩＨＳから提供された新型インフルエンザ等の発生状況、感染症

の特徴や病原体の性状（病原性、感染性、薬剤感受性等）を含む診断・治療に関
する情報等を医療機関や保健所、消防機関、高齢者施設等に周知する。【保健医
療局、福祉局、総務局、東京消防庁】

医療提供体制の確保等
① 都は、新型インフルエンザ等感染症等に係る発生等の公表前に、感染症指定

医療機関において、速やかに患者に適切な医療を提供する体制を確保する。
【保健医療局】

② 都は、感染症指定医療機関における感染症患者の受入体制を確保するととも
に、保健所、医療機関、消防機関等と連携し、入院調整に係る体制構築を進め、
準備期において東京都感染症対策連携協議会等で整理した相談・受診から自宅
療養や入退院までの体制を迅速に整備する。あわせて、医療機関に対し、医療
機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）等に確保病床数・稼働状況、病床使用
率、重症者用病床使用率、外来ひっ迫状況等を確実に入力するよう要請を行う。
【保健医療局、東京消防庁】

第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第１節 準備期

臨時の医療施設等の取扱いの整理
都は、国による臨時の医療施設の設置・運営や医療人材確保等の方法に関する

整理を踏まえ、平時から、臨時の医療施設の設置、運営、医療人材確保等の方法
等について検討を行う。【保健医療局、関係局】

東京都感染症対策連携協議会等の活用
① 都は、新型インフルエンザ等が発生した際に迅速に必要な対応ができるよう、

東京都感染症対策連携協議会等を活用し、医療機関や保健所、消防機関、高齢
者施設等との連携を図る。また、予防計画及び医療計画に基づく医療提供体制
が有事に適切に確保できるよう、相談・受診から自宅療養や入退院までの流れ、
入院調整の方法、医療人材の確保、患者及び症状が回復した者の移動手段、高
齢者施設等への医療人材派遣や、高齢者施設等における重症者対応や集団感染
が発生した場合の医療の提供等について整理を行い、随時更新を行う。【保健
医療局、福祉局、関係局】

② 都は、これらの整理を踏まえ、必要に応じて感染症法に基づく総合調整権限
を活用 しながら、医療提供体制の確保を行うことについて、あらかじめ関係
機関等と確認する。【保健医療局、福祉局、関係局】

特に配慮が必要な患者に関する医療提供体制の確保
① 都は、特に配慮が必要な患者 について、患者の特性に応じた受入れ医療機

関の設定及び病床の確保や、関係機関等との連携等の体制確保を行う。【保健
医療局】

② 都は、地域によっては、小児や妊産婦等の医療にひっ迫が生じる可能性があ
ることから、そのような場合の広域的な感染症患者等の移送・他の疾患等の傷
病者の搬送手段等について保健所、医療機関、消防機関、患者等搬送事業者等
との間で、平時から協議を行う。【保健医療局、東京消防庁】

感染症法第 条の３第１項
精神疾患を有する患者、妊産婦、小児、透析患者、障害児者、認知症の人、がん患者、外国人等
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第８章 医療
第２節 初動期
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入院調整の方法、医療人材の確保、患者及び症状が回復した者の移動手段、高
齢者施設等への医療人材派遣や、高齢者施設等における重症者対応や集団感染
が発生した場合の医療の提供等について整理を行い、随時更新を行う。【保健
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② 都は、これらの整理を踏まえ、必要に応じて感染症法に基づく総合調整権限
を活用 しながら、医療提供体制の確保を行うことについて、あらかじめ関係
機関等と確認する。【保健医療局、福祉局、関係局】

特に配慮が必要な患者に関する医療提供体制の確保
① 都は、特に配慮が必要な患者 について、患者の特性に応じた受入れ医療機

関の設定及び病床の確保や、関係機関等との連携等の体制確保を行う。【保健
医療局】

② 都は、地域によっては、小児や妊産婦等の医療にひっ迫が生じる可能性があ
ることから、そのような場合の広域的な感染症患者等の移送・他の疾患等の傷
病者の搬送手段等について保健所、医療機関、消防機関、患者等搬送事業者等
との間で、平時から協議を行う。【保健医療局、東京消防庁】

感染症法第 条の３第１項
精神疾患を有する患者、妊産婦、小児、透析患者、障害児者、認知症の人、がん患者、外国人等
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第３節 対応期
＜目的＞
新型インフルエンザ等が発生した場合は、全国的かつ急速にまん延し、都民の

生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある。健康被害を最小限にとどめ、
都民が安心して生活を送ることができるよう、適切な医療提供体制を確保し、新
型インフルエンザ等の患者及びその他の患者に必要な医療を提供する必要があ
る。
このため、都は、初動期に引き続き、国及びＪＩＨＳ等から提供・共有された

新型インフルエンザ等に係る情報を基に、病原性や感染性等に応じて変化する地
域の実情に応じて、医療機関や保健所等と連携し、新型インフルエンザ等の患者
及びその他の患者に適切な医療が提供できるよう対応を行う。
また、国及び都は、一部の医療機関や一部の地域の医療がひっ迫する場合等の

準備期に整備する体制を超える感染拡大が発生するおそれのある場合にも機動的
かつ柔軟に対応する。

新型インフルエンザ等に関する基本の対応
都による総合調整・指示

① 都は、国及びＪＩＨＳから提供された情報等を医療機関や保健所、消防機関、
高齢者施設等に周知するとともに、国が示した基準も参考としつつ、地域の感
染状況や医療提供の状況等を踏まえ、段階的に医療提供体制を拡充し、症状に
応じて医療機関への入院、宿泊療養、自宅療養等に患者の振り分けを行う。
【保健医療局、福祉局】

② 都は、保健所設置区市等の間で入院調整が円滑に行われるよう、必要に応じ
て総合調整権限・指示権限を行使する。【保健医療局、総務局】

適切な医療提供体制の構築に向けた対応
医療機関等に対する要請等

① 都は、準備期において東京都感染症対策連携協議会等で整理した医療提供体制
等が適切に確保できるよう、感染症指定医療機関に対して必要な医療を提供する
よう要請するとともに、協定締結医療機関に対して準備期に締結した協定 に基
づき必要な医療を提供するよう要請する。【保健医療局】

感染症法第 条の３

第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第２節 初動期

③ 感染症指定医療機関は、患者の受入体制を確保し、患者に適切な医療を提供
する。また、都からの要請に応じて、医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩ
Ｓ）等の入力を行う 。【保健医療局】

④ 都は、医療機関に対し、国が示す症例定義を踏まえ、受診患者が新型インフ
ルエンザ等（又はこれに位置付けられる可能性がある感染症）に感染したおそ
れがあると判断される場合には、直ちに保健所に連絡するよう要請する。【保
健医療局】

⑤ 都は、区市町村と協力し、地域の医療提供体制や医療機関への受診方法等に
ついて住民等に周知する。【保健医療局】

⑥ 都は、対応期における発熱外来の迅速な稼働の前提となる検査体制を遅滞な
く確立するため、予防計画に基づく検査等措置協定機関等における検査体制を
速やかに整備する。【保健医療局】

⑦ 都は、流行初期医療確保措置協定締結医療機関に対し、対応期において当該
医療機関による医療提供体制が遅滞なく確保できるよう、対応の準備を行うよ
う要請する。【保健医療局】

⑧ 都は、準備期に構築した体制により、関係機関と連携の上、適切に移送を実
施する。【保健医療局】

相談センターの整備
① 都は、発生国・地域からの帰国者等や有症状者等からの相談を受け、必要に

応じて、感染症指定医療機関等を案内する相談センターの整備を速やかに行う
とともに、不安な方や受診先の案内が必要な方、症例定義に該当する有症状者
等は、相談センターに相談するよう、都民等に周知を行う。【保健医療局】

② 都は、感染症指定医療機関及び流行初期医療確保措置協定締結医療機関以外
の医療機関に対して、症例定義に該当する有症状者等から相談等があった場合
は、相談センター等を通じて感染症指定医療機関を案内するなど受診につなげ
るよう周知する。【保健医療局】

感染症法第 条の５
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① 都は、国及びＪＩＨＳから提供された情報等を医療機関や保健所、消防機関、
高齢者施設等に周知するとともに、国が示した基準も参考としつつ、地域の感
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適切な医療提供体制の構築に向けた対応
医療機関等に対する要請等
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相談センターの整備
① 都は、発生国・地域からの帰国者等や有症状者等からの相談を受け、必要に

応じて、感染症指定医療機関等を案内する相談センターの整備を速やかに行う
とともに、不安な方や受診先の案内が必要な方、症例定義に該当する有症状者
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は、相談センター等を通じて感染症指定医療機関を案内するなど受診につなげ
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感染症法第 条の５
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④ 都は、引き続き関係機関と連携の上、感染動向や患者の状況に応じ、適切に
移送を実施する。【保健医療局】

適切な医療受診に向けた都民等への呼び掛け等
① 都は、区市町村と協力し、地域の医療提供体制に関する情報や、相談センタ

ー及び受診先となる発熱外来の一覧等、医療機関への受診方法等について住民
等に周知する。【保健医療局】

② 都及び保健所設置区市は、患者等搬送事業者等とも連携して、患者について、
患者の状況や感染症の性状、感染状況等に応じ、自宅、発熱外来、入院医療機
関、宿泊療養施設等の間での移動手段を確保する。また、都は、都民等に対し、
症状が軽微な場合における救急車の利用を控える等、救急車の適時・適切な利
用について周知する。【保健医療局、東京消防庁】

時期に応じた医療提供体制の構築
流行初期
協定に基づく医療提供体制の確保等

① 都は、都内の感染状況を踏まえ、必要に応じて、感染症指定医療機関に加え
て、流行初期医療確保措置協定締結医療機関においても、患者に適切な入院医
療及び外来医療を提供する体制を確保するよう要請する。【保健医療局】

② 感染症指定医療機関は、初動期に引き続き、都内の感染症医療提供体制の中
核としての役割を果たす。流行初期医療確保措置協定締結医療機関は、都と締
結した協定 に基づき、都からの要請に応じて、病床確保又は発熱外来におけ
る医療提供等を行う。【保健医療局】

③ 都は、医療機関に対し、症例定義を踏まえ、診察した患者が新型インフルエ
ンザ等の患者又は疑似症患者であると判断した場合には、直ちに保健所に届け
出るよう要請する。【保健医療局】

④ 医療機関は、症例定義を踏まえ、診察した患者が新型インフルエンザ等の患
者又は疑似症患者であると判断した場合には、直ちに保健所に届出を行う 。
【保健医療局】

⑤ 都及び保健所設置区市は、新型インフルエンザ等の患者が発生した場合は、
迅速に入院調整を行い、感染症法に基づき、感染症指定医療機関又は病床確保
を行う流行初期医療確保措置協定締結医療機関に移送する。入院の優先度や入
院先医療機関の判断等においては、準備期に整備・整理した役割分担に基づき、

感染症法第 条の３
感染症法第 条第１項

第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第３節 対応期

② 感染症指定医療機関は、初動期に引き続き、都内の感染症医療提供体制の中
核として役割を果たす。協定締結医療機関は、準備期に都と締結した協定 に
基づき、都からの要請に応じて、病床確保、発熱外来、自宅療養者等への医療
提供、後方支援又は医療人材の派遣を行う。【保健医療局】

③ 都は、発熱外来以外の医療機関に対して、患者からの相談に応じて相談セン
ター又は受診先として適切な発熱外来を案内するよう要請する。【保健医療局】

④ 感染症指定医療機関及び協定締結医療機関は、都からの要請に応じて、医療
機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）等の入力を行う 。【保健医療局】

⑤ 都は、初動期に引き続き、医療機関に対し、確保病床数・稼働状況、病床使
用率、重症者用病床使用率、外来ひっ迫状況等を医療機関等情報支援システム
（Ｇ－ＭＩＳ）等に確実に入力するよう要請を行い、これらの情報等を把握し
ながら、入院調整を行う。【保健医療局】

⑥ 医療機関は、感染症対策物資等（個人防護具等）の備蓄・配置状況について
医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）等に入力を行い、感染症対策物資
等が不足することが予見される場合は医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩ
Ｓ）等を通じて都へ報告を行う。【保健医療局】

⑦ 都は、新型インフルエンザ等対策に関わる医療従事者に生じ得る心身への影
響を考慮し、状況に応じたローテーション制の導入、休暇の確保、メンタルヘ
ルス支援等の必要な対策を講ずるよう、医療機関に対し要請する。【保健医療
局】

医療機関等における体制強化等
① 国及び都は、流行初期に病床確保や発熱外来を行う協定締結医療機関に対し

て、診療報酬の特例措置や補助金等の財政支援が整備されるまでの一定期間、
感染症法等の定めに従い、流行前と同水準の収入を補償 する措置を行うとと
もに、感染状況や感染症の特徴等を踏まえ、患者に医療を提供する医療機関等
を支援する。【保健医療局】

② 都は、特に配慮が必要な患者について、患者の特性に応じた受入れ医療機関
の設定及び病床の確保や、関係機関等との連携等の体制確保を行う。【保健医
療局】

③ 都は、国等と連携し、医療機関において感染症対策物資等の調達が困難とな
った場合などに、必要な物資を提供する体制を構築する。【保健医療局】

感染症法第 条の３
感染症法第 条の５
病床確保を行う協定締結医療機関は外来も含めた診療報酬収入を補償、発熱外来のみを行う協定締結医療機
関は外来分の診療報酬収入を補償
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② 都及び保健所設置区市は、患者等搬送事業者等とも連携して、患者について、
患者の状況や感染症の性状、感染状況等に応じ、自宅、発熱外来、入院医療機
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時期に応じた医療提供体制の構築
流行初期
協定に基づく医療提供体制の確保等

① 都は、都内の感染状況を踏まえ、必要に応じて、感染症指定医療機関に加え
て、流行初期医療確保措置協定締結医療機関においても、患者に適切な入院医
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核としての役割を果たす。流行初期医療確保措置協定締結医療機関は、都と締
結した協定 に基づき、都からの要請に応じて、病床確保又は発熱外来におけ
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提供、後方支援又は医療人材の派遣を行う。【保健医療局】
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感染症法第 条の３
感染症法第 条の５
病床確保を行う協定締結医療機関は外来も含めた診療報酬収入を補償、発熱外来のみを行う協定締結医療機
関は外来分の診療報酬収入を補償
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相談センターの強化
都は、帰国者等、接触者、有症状者等からの相談や、受診先となる発熱外来の

案内に対応する相談センターを強化するとともに、都民等への周知を行う。【保
健医療局】

【新型コロナ対応での具体例】
都は、発生初期においては、未知のウイルスに対する不安が広がる中、都

民への正確な知識と情報の提供や、患者を適切な診察が可能な医療機関に確
実につなぐ仕組みの構築が必要となったことから、令和２（ ）年２月、
特別区、八王子市、町田市と共同して、感染の疑いのある方からの相談に対
応する新型コロナ受診相談窓口（帰国者・接触者電話相談センター）を設置
し、必要に応じて帰国者・接触者外来（新型コロナ外来）を案内する体制を
整備した。
同年 月には、発熱等の症状があり、かかりつけ医のいない方や、ＣＯＣ

ＯＡ による通知を受けた方などの相談に対応するため、新型コロナ受診相
談窓口に代わり、看護師・保健師による相談対応が可能な東京都発熱相談セ
ンターを新たに開設した。
新型コロナ感染症の感染予防や心配な症状が現れた場合、相談先が分から

ない場合など、都民からの一般的な相談・オミクロン株に関する相談に対応
するため、新型コロナ・オミクロン株コールセンターを設置した。

流行初期以降
協定に基づく医療提供体制の確保等

① 都は、都内の感染状況を踏まえ、必要に応じて、感染症指定医療機関及び流
行初期医療確保措置協定締結医療機関に加えて、その他の協定締結医療機関に
おいても対応を要請し、医療提供体制を確保する。【保健医療局】

② 都は、感染状況や医療提供体制のひっ迫状況等を踏まえ、必要に応じて、協
定締結医療機関に対して、病床確保、発熱外来、自宅療養者等への医療の提供、
後方支援又は医療人材の派遣を行うよう要請する。その際、病床確保について
は、まずは、協定締結医療機関のうち公的医療機関等 が中心となって対応を
し、その後３か月程度を目途に、順次速やかに、対応する協定締結医療機関を

接触確認アプリ。スマートフォンにダウンロードし、 をオンにして携帯することで、感染者との接
触の可能性について、通知を受けることができるアプリケーション
公的医療機関等以外の医療機関のうち新型インフルエンザ等に対応することができる医療機関を含む。

第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第３節 対応期

医療機関等と適切に連携して対応する。
なお、都は、保健所設置区市等との間で入院調整が円滑に行われるよう、必

要に応じて総合調整権限・指示権限を行使する。【保健医療局】
⑥ 都は、状況に応じて速やかに入院調整本部を設置し、円滑な入院調整の仕組

みを構築する。入院調整に当たっては、国が作成して示す「重症化する可能性
が高い患者を判断するための指標」を参考にしつつ、新型インフルエンザ等の
重症度のほか、基礎疾患や重症化リスク、合併症のリスク、障害の有無、要介
護度など、患者の容態を総合的に考慮して行う。また、国の感染症サーベイラ
ンスシステム等を活用するとともに、システムの運用状況や感染症の特徴、医
療提供体制の状況等を踏まえ、ＤＸの活用を図るなど、関係者間において迅速
かつ効率的な情報共有等が可能な体制を整備する。【保健医療局】

⑦ 都は、病床がひっ迫するおそれがある場合には、重症度や基礎疾患の有無な
どを考慮し、入院対象患者の範囲や優先度を明確にしながら、入院調整を行う。
同時に病床を効率的に運用し、患者の症状に応じた適切な医療を提供する体制
を確保するため、入院調整本部において転退院支援や患者搬送支援を実施する。
【保健医療局】

⑧ 都は、地域の感染の拡大状況や医療提供体制のひっ迫状況等を踏まえ、臨時
の医療施設を設置する場合を想定し、必要なときに迅速に設置することができ
るよう、準備期に整理した臨時の医療施設の設置、運営、医療人材確保等の方
法を確認し、所要の準備を行う。【保健医療局】

【新型コロナ対応での具体例】
都は、入院調整本部を設置し、保健所からの依頼を受け、東京ＤＭＡＴの

医師等の協力を得て、患者の重症度、基礎疾患の有無、住所地等に応じた入
院先医療機関の調整を広域的に実施した。また、夜間入院調整窓口を設置
し、日中・夜間における切れ目のない入院調整体制を整備した。入院調整に
当たっては、国が新型コロナ対応において導入した感染者等情報把握・管理
支援システム（ＨＥＲ－ＳＹＳ）の情報を活用するほか、都独自に、保健所
や医療機関と情報共有可能な「東京都新型コロナウイルス感染者情報システ
ム（ＭＩＳＴ）」を導入し、患者情報や受入可能病床等の情報を一元的に管
理し、入院調整を実施した。さらに、病床を効率的に運用し、患者の症状に
応じた療養環境を提供するため、転退院支援班を設置し、症状が改善した軽
症・中等症患者を受け入れる医療機関への転院や、療養期間が終了した患者
の回復期支援病院への転院調整を実施するとともに、病院間で転院調整を行
った場合の患者搬送を支援した。
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【新型コロナ対応での具体例】
都は、介護を必要とする高齢者の受入先確保が課題となったため、確保病

床等による入院医療体制を補完する「臨時の医療施設」として、高齢者等医
療支援型施設を設置した。
高齢者等医療支援型施設では、クラスターが発生した施設や自宅等から重

症化リスクの高い高齢者や障害者等を受け入れ、常駐する医師や看護師が健
康観察や治療、介護を行い、症状が悪化した際は転院調整を実施した。ま
た、入所者がＡＤＬ（ （動作） （日常生活）の略）
を維持し、元の生活に戻れるよう、理学療法士等によるリハビリテーション
を実施することで、安心して療養できる環境を整備した。

相談センターの強化
上記「 相談センターの強化」の取組を継続して行う。【保健医療局】

病原体の性状等に応じた対応
① 都は、小児、妊産婦、高齢者、特定の既往症を有する者等の特定のグループ

が感染・重症化しやすい等の新型インフルエンザ等が発生した場合は、リスク
の高い特定のグループに対する重点的な医療提供体制を確保する。【保健医療
局】

② 新型インフルエンザ等の病原性が高い場合は、重症患者が多く発生すること
が想定されるため、都は、感染症指定医療機関及び協定締結医療機関において
多くの重症者用の病床の確保を行う。一方、感染性が高い場合は、必要に応じ
て、全ての協定締結医療機関において対応する等、医療提供体制を拡充すると
ともに、入院医療を重症化リスクの高い患者に重点化するなどの対応を行う。
【保健医療局】

ワクチンや治療薬等により対応力が高まる時期
① 都は、協定に基づき措置を講ずる協定締結医療機関を減らす等、感染状況等

を踏まえて柔軟かつ機動的に対応する。
なお、変異株の出現等により、感染が再拡大した場合又はそのおそれがある

場合は、協定に基づき措置を講ずる協定締結医療機関を増やす等、必要な対策
を実施する。【保健医療局】

② 都は、必要に応じて、相談センターにおいて、発熱外来を案内する仕組みか
ら、有症状者が発熱外来を直接受診する仕組みに移行するとともに、区市町村
と協力して、住民等に対して周知する。【保健医療局】

第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第３節 対応期

拡大していく等、状況に応じて段階的に医療提供体制を拡充する。【保健医療
局】

③ 都は、感染症の性状や医療提供体制の状況等に応じて、確保病床等を補完す
る臨時の医療施設を機動的に設置する。【保健医療局】

④ 協定締結医療機関は、都と締結した協定 に基づき、都からの要請に応じて、
病床確保、発熱外来、自宅療養者等への医療の提供、後方支援又は医療人材の
派遣を行う。【保健医療局】

⑤ 都及び保健所設置区市は、新型インフルエンザ等の患者が発生した場合は、
迅速に入院調整を行い、感染症法に基づき、感染症指定医療機関又は病床確保
を行う協定締結医療機関に移送する。入院の優先度や入院先医療機関の判断等
においては、準備期に整備・整理した役割分担に基づき、医療機関等と適切に
連携して対応する。
なお、都は、保健所設置区市等との間で入院調整が円滑に行われるよう、必

要に応じて総合調整権限・指示権限を行使する。【保健医療局】
⑥ 都は、病床がひっ迫するおそれがある場合には、重症度や基礎疾患の有無な

どを考慮し、入院対象患者の範囲や優先度を明確にしながら、入院調整を行う
とともに、自宅療養、宿泊療養又は高齢者施設等での療養の体制を強化する。
また、症状が回復した者について、後方支援を行う協定締結医療機関を活用し、
感染症患者を受け入れる病床を効率的に運用する体制確保を進める。患者等の
入院・転院等においては、国が作成して示す「重症化する可能性が高い患者を
判断するための指標」をも参考にしつつ、患者の容態を総合的に判断する。入
院調整本部において、病床を効率的に運用し、患者の症状に応じた適切な医療
を提供するため、状況に応じて転退院支援や患者搬送支援を実施する。【保健
医療局、福祉局】

⑦ 都は、必要に応じて、医療人材の派遣を行う協定締結医療機関に対して、災
害・感染症医療業務従事者等の医療人材の医療機関等への派遣を要請する。
【保健医療局】

⑧ 都は、自宅療養及び宿泊療養等において、感染症の特徴に応じて症状の状態
等を把握するため、パルスオキシメーターによる経皮的酸素飽和度の測定等に
よる健康観察を行う体制を確保する。【保健医療局】

⑨ 都は、宿泊療養施設について、軽症者等の受入れ開始前に、運営スタッフに
対し、あらかじめ策定した施設運営に関するマニュアルを活用し、研修等を行
う。また、事前に同スタッフへの個人防護具の着脱方法の周知や医療従事者へ
の研修等により、感染対策を適切に実施する。【保健医療局】
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第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第３節 対応期

【新型コロナ対応での具体例】
都は、介護を必要とする高齢者の受入先確保が課題となったため、確保病

床等による入院医療体制を補完する「臨時の医療施設」として、高齢者等医
療支援型施設を設置した。
高齢者等医療支援型施設では、クラスターが発生した施設や自宅等から重

症化リスクの高い高齢者や障害者等を受け入れ、常駐する医師や看護師が健
康観察や治療、介護を行い、症状が悪化した際は転院調整を実施した。ま
た、入所者がＡＤＬ（ （動作） （日常生活）の略）
を維持し、元の生活に戻れるよう、理学療法士等によるリハビリテーション
を実施することで、安心して療養できる環境を整備した。

相談センターの強化
上記「 相談センターの強化」の取組を継続して行う。【保健医療局】

病原体の性状等に応じた対応
① 都は、小児、妊産婦、高齢者、特定の既往症を有する者等の特定のグループ

が感染・重症化しやすい等の新型インフルエンザ等が発生した場合は、リスク
の高い特定のグループに対する重点的な医療提供体制を確保する。【保健医療
局】

② 新型インフルエンザ等の病原性が高い場合は、重症患者が多く発生すること
が想定されるため、都は、感染症指定医療機関及び協定締結医療機関において
多くの重症者用の病床の確保を行う。一方、感染性が高い場合は、必要に応じ
て、全ての協定締結医療機関において対応する等、医療提供体制を拡充すると
ともに、入院医療を重症化リスクの高い患者に重点化するなどの対応を行う。
【保健医療局】

ワクチンや治療薬等により対応力が高まる時期
① 都は、協定に基づき措置を講ずる協定締結医療機関を減らす等、感染状況等

を踏まえて柔軟かつ機動的に対応する。
なお、変異株の出現等により、感染が再拡大した場合又はそのおそれがある

場合は、協定に基づき措置を講ずる協定締結医療機関を増やす等、必要な対策
を実施する。【保健医療局】

② 都は、必要に応じて、相談センターにおいて、発熱外来を案内する仕組みか
ら、有症状者が発熱外来を直接受診する仕組みに移行するとともに、区市町村
と協力して、住民等に対して周知する。【保健医療局】

第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第３節 対応期

拡大していく等、状況に応じて段階的に医療提供体制を拡充する。【保健医療
局】

③ 都は、感染症の性状や医療提供体制の状況等に応じて、確保病床等を補完す
る臨時の医療施設を機動的に設置する。【保健医療局】

④ 協定締結医療機関は、都と締結した協定 に基づき、都からの要請に応じて、
病床確保、発熱外来、自宅療養者等への医療の提供、後方支援又は医療人材の
派遣を行う。【保健医療局】

⑤ 都及び保健所設置区市は、新型インフルエンザ等の患者が発生した場合は、
迅速に入院調整を行い、感染症法に基づき、感染症指定医療機関又は病床確保
を行う協定締結医療機関に移送する。入院の優先度や入院先医療機関の判断等
においては、準備期に整備・整理した役割分担に基づき、医療機関等と適切に
連携して対応する。
なお、都は、保健所設置区市等との間で入院調整が円滑に行われるよう、必

要に応じて総合調整権限・指示権限を行使する。【保健医療局】
⑥ 都は、病床がひっ迫するおそれがある場合には、重症度や基礎疾患の有無な

どを考慮し、入院対象患者の範囲や優先度を明確にしながら、入院調整を行う
とともに、自宅療養、宿泊療養又は高齢者施設等での療養の体制を強化する。
また、症状が回復した者について、後方支援を行う協定締結医療機関を活用し、
感染症患者を受け入れる病床を効率的に運用する体制確保を進める。患者等の
入院・転院等においては、国が作成して示す「重症化する可能性が高い患者を
判断するための指標」をも参考にしつつ、患者の容態を総合的に判断する。入
院調整本部において、病床を効率的に運用し、患者の症状に応じた適切な医療
を提供するため、状況に応じて転退院支援や患者搬送支援を実施する。【保健
医療局、福祉局】

⑦ 都は、必要に応じて、医療人材の派遣を行う協定締結医療機関に対して、災
害・感染症医療業務従事者等の医療人材の医療機関等への派遣を要請する。
【保健医療局】

⑧ 都は、自宅療養及び宿泊療養等において、感染症の特徴に応じて症状の状態
等を把握するため、パルスオキシメーターによる経皮的酸素飽和度の測定等に
よる健康観察を行う体制を確保する。【保健医療局】

⑨ 都は、宿泊療養施設について、軽症者等の受入れ開始前に、運営スタッフに
対し、あらかじめ策定した施設運営に関するマニュアルを活用し、研修等を行
う。また、事前に同スタッフへの個人防護具の着脱方法の周知や医療従事者へ
の研修等により、感染対策を適切に実施する。【保健医療局】
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第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第３節 対応期

ア 第６章第３節（「まん延防止」における対応期）「 患者や濃厚接触
者への対応」及び「 患者や濃厚接触者以外の住民に対する要請等」の
措置を講ずること。

イ 適切な医療の提供が可能となるまでの間、通常医療も含め重症度や緊急度
等に応じた医療提供について方針を示すこと 。

ウ 対応が困難で緊急の必要性がある場合は、医療関係者に医療の実施の要請
等を行うこと 。

その際、例えば、緊急度の低い手術は延期することや、入院医療を重症化リスクの高い患者に重点化するよ
う入院基準等の見直しを行うことが考えられる。
特措法第 条
医療関係者に対する要請等については、以下の点に留意する。

・ 特措法第 条の規定に基づき、患者等に対する医療の提供を行うため必要があると認めるときは、医師、
看護師その他の政令で定める医療関係者（医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、診
療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、救急救命士又は歯科衛生士）に対し、都道府県知事は医療を行
うよう要請等することができる。

・ 新型インフルエンザ等が発生した場合、都道府県の行動計画や医療計画等により医療の提供が行われること
となるが、協定締結医療機関への協定に基づく医療人材派遣の要請や臨時の医療施設の設置等によっても医療
の提供が困難で緊急の必要性がある場合等に、医療関係者に対する要請等を検討する。

・ 医療関係者に対する要請等の方法については、医療関係者に対して個別に医療の実施の要請等を行う方法、
医療機関の管理者に対して当該医療機関や別の場所での医療の実施の要請等を行う方法等が考えられる。

・ 特措法第 条第２項の規定に基づき、都道府県は、特措法第 条の規定に基づく要請等に応じて患者等に
対する医療の提供を行う医療関係者に対して、政令で定める基準に従い、その実費を弁償しなければならな
い。

・ 特措法第 条の規定に基づき、都道府県は、特措法第 条の規定に基づく要請等に応じて、患者等に対す
る医療の提供を行う医療関係者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となっ
たときは、政令で定めるところにより、その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受
ける損害を補償しなければならない。

第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第３節 対応期

特措法によらない基本的な感染症対策に移行する時期
ワクチン等により免疫の獲得が進むこと、病原体の変異により病原性や感染性

等が低下すること及び新型インフルエンザ等への対応力が一定水準を上回ること
により、特措法によらない基本的な感染症対策に移行する場合、都は、国の示す
方針に基づき、新型インフルエンザ等発生前における通常の医療提供体制に段階
的に移行する。【保健医療局、総務局】

予防計画及び医療計画における事前の想定と大きく異なる場合の対応方針
新型インフルエンザ等の発生時に、新型インフルエンザ等の特徴のほか、その

対応方法を含めた最新の知見の取得状況や、感染症対策物資等の確保の状況等が、
準備期に整備した医療提供体制の事前の想定とは大きく異なる場合は、都は、国
の示す方針に基づき、通常医療との両立も踏まえながら、準備期に締結した協定
の内容の変更や状況に応じた対応を行う。【保健医療局】

予防計画及び医療計画に基づく医療提供体制を上回るおそれがある場合の対
応方針
都は、上記「 新型インフルエンザ等に関する基本の対応」及び「 時

期に応じた医療提供体制の構築」の取組では対応が困難となるおそれがあると考
えられる場合は、必要に応じて、以下①から③までの取組を行う。

① 都は、一部の医療機関や一部の地域の医療がひっ迫する場合等の準備期に整
備する体制を超える感染拡大が発生するおそれのある場合は、国と連携し、他
の医療機関や他の地域と連携して柔軟かつ機動的に対応するよう、広域の医療
人材派遣や患者の移送等の調整を行う。都は、必要に応じて総合調整権限 ・
指示権限 を行使する。【保健医療局】

② 都は、医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）等の情報等を参考に、地
域の感染の拡大状況や医療提供体制のひっ迫状況等を踏まえ、必要に応じて、
臨時の医療施設を設置して医療の提供を行うとともに、都内全ての医療機関に
対して必要な協力を求める。【保健医療局】

③ 都は、上記の①及び②の対応を行うとともに、都民の生命及び健康に重大な
影響を与えるおそれがある場合は、以下アからウまでの対応を行うことを検討
する。【総務局、保健医療局】
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第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第３節 対応期

ア 第６章第３節（「まん延防止」における対応期）「 患者や濃厚接触
者への対応」及び「 患者や濃厚接触者以外の住民に対する要請等」の
措置を講ずること。

イ 適切な医療の提供が可能となるまでの間、通常医療も含め重症度や緊急度
等に応じた医療提供について方針を示すこと 。

ウ 対応が困難で緊急の必要性がある場合は、医療関係者に医療の実施の要請
等を行うこと 。

その際、例えば、緊急度の低い手術は延期することや、入院医療を重症化リスクの高い患者に重点化するよ
う入院基準等の見直しを行うことが考えられる。
特措法第 条
医療関係者に対する要請等については、以下の点に留意する。

・ 特措法第 条の規定に基づき、患者等に対する医療の提供を行うため必要があると認めるときは、医師、
看護師その他の政令で定める医療関係者（医師、歯科医師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、准看護師、診
療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、救急救命士又は歯科衛生士）に対し、都道府県知事は医療を行
うよう要請等することができる。

・ 新型インフルエンザ等が発生した場合、都道府県の行動計画や医療計画等により医療の提供が行われること
となるが、協定締結医療機関への協定に基づく医療人材派遣の要請や臨時の医療施設の設置等によっても医療
の提供が困難で緊急の必要性がある場合等に、医療関係者に対する要請等を検討する。

・ 医療関係者に対する要請等の方法については、医療関係者に対して個別に医療の実施の要請等を行う方法、
医療機関の管理者に対して当該医療機関や別の場所での医療の実施の要請等を行う方法等が考えられる。

・ 特措法第 条第２項の規定に基づき、都道府県は、特措法第 条の規定に基づく要請等に応じて患者等に
対する医療の提供を行う医療関係者に対して、政令で定める基準に従い、その実費を弁償しなければならな
い。

・ 特措法第 条の規定に基づき、都道府県は、特措法第 条の規定に基づく要請等に応じて、患者等に対す
る医療の提供を行う医療関係者が、そのため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となっ
たときは、政令で定めるところにより、その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受
ける損害を補償しなければならない。

第２部 各対策項目の考え方及び取組
第８章 医療
第３節 対応期

特措法によらない基本的な感染症対策に移行する時期
ワクチン等により免疫の獲得が進むこと、病原体の変異により病原性や感染性

等が低下すること及び新型インフルエンザ等への対応力が一定水準を上回ること
により、特措法によらない基本的な感染症対策に移行する場合、都は、国の示す
方針に基づき、新型インフルエンザ等発生前における通常の医療提供体制に段階
的に移行する。【保健医療局、総務局】

予防計画及び医療計画における事前の想定と大きく異なる場合の対応方針
新型インフルエンザ等の発生時に、新型インフルエンザ等の特徴のほか、その

対応方法を含めた最新の知見の取得状況や、感染症対策物資等の確保の状況等が、
準備期に整備した医療提供体制の事前の想定とは大きく異なる場合は、都は、国
の示す方針に基づき、通常医療との両立も踏まえながら、準備期に締結した協定
の内容の変更や状況に応じた対応を行う。【保健医療局】

予防計画及び医療計画に基づく医療提供体制を上回るおそれがある場合の対
応方針
都は、上記「 新型インフルエンザ等に関する基本の対応」及び「 時

期に応じた医療提供体制の構築」の取組では対応が困難となるおそれがあると考
えられる場合は、必要に応じて、以下①から③までの取組を行う。

① 都は、一部の医療機関や一部の地域の医療がひっ迫する場合等の準備期に整
備する体制を超える感染拡大が発生するおそれのある場合は、国と連携し、他
の医療機関や他の地域と連携して柔軟かつ機動的に対応するよう、広域の医療
人材派遣や患者の移送等の調整を行う。都は、必要に応じて総合調整権限 ・
指示権限 を行使する。【保健医療局】

② 都は、医療機関等情報支援システム（Ｇ－ＭＩＳ）等の情報等を参考に、地
域の感染の拡大状況や医療提供体制のひっ迫状況等を踏まえ、必要に応じて、
臨時の医療施設を設置して医療の提供を行うとともに、都内全ての医療機関に
対して必要な協力を求める。【保健医療局】

③ 都は、上記の①及び②の対応を行うとともに、都民の生命及び健康に重大な
影響を与えるおそれがある場合は、以下アからウまでの対応を行うことを検討
する。【総務局、保健医療局】

感染症法第 条の３
感染症法第 条の４
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